
第 6章　水域管理三法による通常代執行の課題

171

第 4節�　撤去した放置船舶等の保管義務の有無および保管費用徴収
の法的根拠

第 1　保管義務発生の有無

⑴　行 政 実 務

通常代執行により撤去された放置船舶等の保管については、代執行庁が保管

義務を負うのか、負うとした場合において保管義務はどのような法的根拠に基

づいて発生するのかという問題がある。

この点につき、前述の広島県西部建設事務所、広島県広島港湾振興局や神戸

市みなと総局神戸港管理事務所は、保管義務がないとはいえないとしながらも

保管行為は撤去後に行われる撤去とは別の行為であることを理由に事務管理で

あるとする。

⑵　裁　判　例

次に、裁判例は保管義務の有無についてどのような判断をしているか。埼玉

違法係留小型船舶移動・撤去事件において、さいたま地判平成16・ 3 ・17訟月

51巻 6 号1409頁は、撤去後の物件の保管については事務管理と解したうえで、

事務管理に着手したことにより発生する保管義務の帰趨について詳細な場合分

けをしている。

すなわち、同判決は、「代執行により移動・撤去された動産等を保管する行

為については、本来、行政代執行の作用に含まれるものではない」としたうえ

で、「行政庁には上記動産等を義務者本人に返還すべき義務がある（23）と考えら

れるから、当該行政庁は、代執行開始前又は終了後に、義務者本人に直ちにそ

れを引き取るべき旨を通知すれば、原則として保管義務を免れる」とする。

このうち、「当該行政庁は、代執行開始前又は終了後に、義務者本人に直ち

にそれを引き取るべき旨を通知すれば、原則として保管義務を免れる」とは、

代執行開始前に引取請求通知が到達している場合には、事務管理として執行対

象物件の保管を始めた代執行庁に保管義務は発生せず（図表 6－ 2）、また、代

（23）　事務管理の管理者は、事務管理により保管している物件を引き渡す義務を負う（民法701条に
より準用される646条）。
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条 9 項は撤去物件の所有権の帰属についてそれぞれ定めている。このうち、同

条 6項に定める撤去物件の廃棄は、当該撤去された物件の保管を継続すること

によりその費用負担が増す所有者等の不利益を回避するための手段として位置

付けられている。

第 3節　神戸市みなと総局神戸港管理事務所の事例（5）

第 1　放置船舶撤去の必要性

神戸港では、昭和50年代後半からのプレジャーボートと呼ばれる20t 以下の

小型船舶の増加とともに、放置船舶も増え、これらによる船舶航行への阻害、

油流出による環境悪化、係留場所の私物化、港の景観の悪化を招くなど様々な

問題が生じていた。加えて、特に近年、津波によって流された放置船舶による

家屋の損傷という二次被害も懸念されるようになった。

そこで、神戸港の港湾管理者である神戸市長は、将来の発生が予測される南

海トラフ巨大地震による津波災害に備える等の観点から、平成25年 4 月 1 日、

旧港湾法37条の 3 （現37条の11）第 1 項の定めるところにより、神戸港全域を

放置禁止区域とし、また、放置禁止物件として、「船舶」および「浮桟橋」を

あわせて指定し（6）、その旨を告示した（7）。なお、港湾法はもとより海事法上で

も、船舶について定義するものはない。このため、港湾法にいう船舶とは、社

会通念上の船舶、すなわち、浮揚性を有し、積載可能な構造上の能力を持ち、

機械力および自力で航行できる能力とは無関係に、移動可能な能力を有する一

定の構造物であると解されよう（8）。こうした解釈を前提とすれば、沈廃船（船

（ 5）　平成30年 7 月10日、神戸市みなと総局神戸港管理事務所を訪問した。この際、同事務所管理課
の東英充氏をはじめ複数のご担当の方々、そして、同市法務課の吉見望氏、柴田一樹氏および中川
雄太氏にもご対応いただき、貴重なご意見、ご示唆を賜った。また、筆者のゼミ生で代執行を研究
テーマとしている児島優香（鹿児島大学法文学部法政策学科 3年）の拙い質疑にもご丁寧にご対応
いただいた。御礼を申し上げたい。

（ 6）　港湾管理を行う自治体では、港湾法に監督処分の規定が追加される以前から、港湾管理施設管
理条例を制定しており、こうした自主条例に基づく監督処分が可能であった。このため、同法37条
の 3第 1項に定める指定を行っている自治体は少数である。なお、港湾法に監督処分の規定が設け
られたのは、港湾法等の一部を改正する法律（昭和48年法律54号）による。

（ 7）　平成25年神戸市告示26号。同告示により、指定の効力発生日は平成25年10月 1 日とされている。
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の定めがなく、執行上の大きな課題の一つとなっている。特に相続人不存在な

どにより義務者が確知できない場合の略式代執行については、特に深刻である。

そこで、本章では、特定空家等に対する除却の代執行が行われた柏崎市およ

び板橋区の事例に対する考察を通じて、特定空家等の相続人不存在の場合にお

ける残置物件に対する有効な対処方法について論ずる。なお、こうした問題と

あわせて空家対策条例に定めのある緊急安全措置に要した費用の徴収について

も論及する。

第 2節　柏崎市の事例（9）

第 1　特定空家等の認定経緯

除却対象となった特定空家屋等とは、新潟県柏崎市諏訪町地内に立地する宿

泊施設、店舗（居酒屋）および住宅の用に供されていた A、B および C の 3

棟（10）が連なる建物（以下、「本件旅館」という。図表10－ 1）であり、その敷地は、

市道柏崎 2－68号線および児童の通学路となっている県道黒部柏崎線に接して

いる。なお、本件旅館は、約60年前に営業を開始したが、平成 7年になって営

業を停止し、平成16年には市税滞納によりその敷地が差し押さえられ、平成18

年には、所有者が新潟県外へ転出している。

市

道

県

道A棟Ｂ棟Ｃ棟

図表10－ 1　本件旅館位置図

（ 9）　平成30年 9 月10日、柏崎市都市整備部建築住宅課をヒアリング調査のために訪問した。その際、
同課の職員の方々に大変丁寧にご対応いただいた。御礼を申し上げたい。また、同市総合企画部総
務課の職員の方には、調査連絡の窓口として、お手数をおかけした。併せて感謝を申し上げる。

（10）　A棟（鉄骨コンクリート造・鉄骨造／地下 1 階・地上 3 階建て）、B棟（鉄骨造／地上 3 階建
て）、C棟（鉄骨造／地上 3階建て）の 3棟トータルで、敷地面積588.99㎡、建築面積407.12㎡、延
床面積1,236.04㎡であった。
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第 3節　板橋区の事例（19）

第 1　代執行に至る経緯

本件代執行の対象となった特定空家等は、東京都板橋区成増四丁目地内の木

造 2 階建て住宅（以下、「本件住宅」という。図表10－ 3）で、昭和33年に建築さ

れ、敷地面積は171㎡、床面積は41㎡と登記されている。

板橋区は、平成 7年、近隣住民から本件家屋がごみ屋敷であるとして対応を

求める陳情を受け、所有者への指導を行った。

しかし、平成27年 3 月、本件住宅の所有者が死亡し、相続人全てが相続放棄

をしたことにより老朽化が一気に進み、本件住宅の 1階建て部分の屋根および

窓の一部が喪失し、壁の一部も崩落するなどして内部に雨水が入り大部分が腐

食した。その結果、 2 階部分は著しく傾斜（最大で約11度）し、本件住宅自体

では自重を支えきれず、建物内部や周囲にある大量の残置物件が建物を支える

状況となった。所有者が処分せずにため込んだ廃棄物の量は、最終的に本件住

宅およびその敷地内を含め約430㎥（約130t）に達し、悪臭、蚊など害虫が大量

発生することとなった。

図表10－ 3　本件住宅位置図

崖地
本件住宅

住宅 住宅 更地 住宅 住宅 本件住宅の敷地（無接道敷地）

私有地

建基法 42 条 1 項 5 号道路

（19）　平成30年 8 月 1 日に板橋区都市整備部建築指導課を訪問した。調査連絡の窓口として日程等の
調整をお願いした同課老朽建築グループ髙橋清次氏をはじめ、田島健課長、伊東龍一郎係長、辻祟
成総務部副参事、総務部総務課法規係斉藤一徳氏にもご同席を賜り、貴重なご意見、ご示唆をいた
だいた。感謝を申し上げる。なお、板橋区の本件代執行については、宇那木正寛監修＝板橋区都市
整備部建築指導課編『こうすればできる　所有者不明空家の行政代執行─現場担当者の経験に学
ぶ』（第一法規、2019年）も参照。








